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はじめに

　近畿経済産業局は、関西のベンチャーエコシステムを全国
へ発信することを目的として「関西ベンチャーサポーターズ会
議」を設置した。筆者は同会議の座長を務め、2018年7月から
2019年2月にかけて4回の会議を開催し、『平成30年度 関西
地域におけるベンチャー関連情報の実態把握調査事業 報告
書』として取りまとめた。
　同会議で議論した関西に所在するベンチャー企業に関する
情報や、提供・開催されている施策やイベントに関する情報の
発信方法に関しては、興味深いさまざまな活動を実践に移して
いる（https://next-innovation.go.jp/supporters/）。第1
に、関西のベンチャー企業関連の情報を取りまとめた「関西ベ
ンチャーポータルサイト」を開設した。同会議の会議メンバー
やオブザーバ等の協力を得て、関西で活躍する1,000社を超え
るベンチャー企業の情報を取りまとめた「関西ベンチャー企業
リスト」を公表した。第2に、会議メンバーである吉川正晃氏（株
式会社Human Hub Japan 代表）が中心となって、関西の支
援機関が取り組むベンチャー支援事業の最新情報が把握でき
る「関西ベンチャーイベントカレンダー」を公開した。第3に、関
西で提供されている多様なベンチャー企業向け支援策につい
ても取りまとめた。

　本稿では、関西ベンチャー企業リストから見える企業の特徴
や、リスト掲載企業を対象に実施したアンケート調査をもとに
取りまとめた結果からうかがえる特徴などを紹介することにし
たい。また、関西ベンチャーサポーターズ会議では、10代・20
代の若者の起業意識を把握し、彼らの起業意欲を高めるため
には何をする必要があるか、といったテーマを検討するために
部会を新たに設置し、議論を行った。部会で実施したアンケー
ト調査の結果も紹介しながら、関西における現状や課題につい
ても考察することにしたい。
　最後に、ベンチャー企業に関する包括的なデータを収集し
提供している株式会社INITIAL（旧株式会社ジャパンベンチ
ャーリサーチ）のデータベースに基づき、関西（大阪市、京都市、
神戸市の主要3都市）に所在するベンチャー企業の事業活動
の特徴を概観する。

「関西ベンチャー企業リスト」の作成

　関西ベンチャーサポーターズ会議のメンバーであるベンチ
ャー企業の支援機関、ベンチャーキャピタルや銀行、起業家や、
オブザーバである各自治体ほかの協力を得て、ベンチャー企業
として推薦できる企業のリストアップ作業を行った。ベンチャ
ー企業について単一の数値基準を設けるようなことはせず、ベ
ンチャー企業といえる視点を各推薦機関・推薦者が設定する
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形で、広義のベンチャー企業を関西から抽出するようにした。
　その結果、2019年12月27日時点で1,184社の関西ベンチャ
ー企業リストを作成することができた。府県別の企業数は、多
い順に大阪府585社、京都府260社、兵庫県165社、滋賀県58
社、奈良県53社、福井県32社、和歌山県31社となっている。同
リストへの公開情報としては、企業名、代表者氏名、府県、市町
村、創業年、事業概要、WebのURLのほかに、各ベンチャー企
業の情報の提供機関（推薦機関・推薦者）を記載している。ベン
チャー企業に関する一度限りの情報提供ではなく、継続的な
情報の更新を提供機関が責任を持って実施することを目的と
している。また、ベンチャー企業の情報提供機関が、ベンチャー
企業をどのように定義して抽出しているかについても明らかに
した。
　また、2019年1月24日までの事務局到着分を集計対象とし
て、関西ベンチャー企業リストへの掲載企業1,075社について、
株式会社帝国データバンクが保有するTDB企業索引データ
やTDB企業概要ファイルCOSMOS2を用いて集計を行った。
TDB企業索引データによる付与件数は1,042社、TDB企業概

出所：経済産業省近畿経済産業局『平成30年度 関西地域にお
けるベンチャー関連情報の実態把握調査事業 報告書』

出所：経済産業省近畿経済産業局『平成30年度 関西地域にお
けるベンチャー関連情報の実態把握調査事業 報告書』

［図表1］京都市における情報通信業の立地の変遷 ［図表2］ 大阪市における情報通信業の立地の変遷

情報通信業：業歴15年超 情報通信業：業歴15年超

情報通信業：全企業 情報通信業：全企業

要ファイルCOSMOS2による付与件数は679社となっている。
1,042社の日本標準産業分類（大分類）による構成は、製造業
が296社（28.4％）と3割近くを占めており、関西ベンチャー企
業の特徴の1つとなっている。以下、情報通信業197社（18.9
％）、卸売業、小売業149社（14.3％）、学術研究、専門・技術サ
ービス業118社（11.3％）と続く。
　以下では、関西におけるベンチャー企業の立地の変遷とい
う視点から特徴をピックアップして紹介することにしよう。とり
わけ興味深いのは、府県別に見る業種別の産業集積の特徴、ベ
ンチャー企業の立地の変遷である。ここでは情報通信業とバイ
オ・ヘルスケアの2つの業種について立地の変遷の特徴を紹介
することにする。業歴15年超のベンチャー企業の立地と、同リ
スト掲載の全企業の立地を比較することで、各府県におけるベ
ンチャー企業の立地がこの15年程度でどのように変遷してき
たかについて簡易的に分析を行った。
　まず、情報通信業について京都市と大阪市の2都市における
立地の変遷を見ることにしよう。［図表1］に示すように、京都市
については、烏丸通（三条から四条）や京都リサーチパークの
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とをうかがわせる。
　近畿経済産業局では（株）帝国データバンクが事務局となっ
て、リスト掲載企業1,075社を対象に、2018年12月から2019
年1月にかけて関西ベンチャー企業の実態調査を実施した。回
答企業は434社であり、回答率は40.4％であった。

関西ベンチャー企業の実態調査

　ここでは成長支援策の活用に関する状況を中心に分析結果
を紹介しよう。
　実態調査では、直近5年間で活用した成長支援策と、今後活
用したい成長支援策について質問しているが、その回答状況は

［図表5］に示すとおりである。［図表5］の左が直近5年間で活
用した成長支援策であり、右が今後活用したい成長支援策の
回答状況である。成長支援策の変化という視点から見ると、今
後活用したい成長支援策について、資金調達では出資が融資
を上回り、上場支援は上位に浮上。求める支援策に関してベン
チャー企業の成長ステージによって変化が生じていることが

出所：経済産業省近畿経済産業局『平成30年度 関西地域にお
けるベンチャー関連情報の実態把握調査事業 報告書』

出所：経済産業省近畿経済産業局『平成30年度 関西地域にお
けるベンチャー関連情報の実態把握調査事業 報告書』

［図表4］ 神戸市におけるバイオ・ヘルスケアの立地の変遷［図表3］ 京都市におけるバイオ・ヘルスケアの立地の変遷
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周辺に立地する企業が増加していることが確認できる。大阪
市については、［図表2］に示すように、にしなかバレー、御堂筋
周辺、梅田のナレッジキャピタルや阪急ファイブアネックスビ
ルへの立地が増加している。ベンチャー企業を対象としたコワ
ーキングスペースの開設などがベンチャー企業の設立に大き
な影響を与えていることをうかがわせる。
　続いて、バイオ・ヘルスケアについて、京都市と神戸市におけ
る立地の変遷を見ることにしよう。『平成30年度 関西地域に
おけるベンチャー関連情報の実態把握調査事業 報告書』にお
いて、関西ベンチャー企業リストにおけるバイオ・ヘルスケアを
定義している。この定義に基づけば、［図表3］に示すように、京
都市では、京都大学、京都リサーチパーク、京大桂ベンチャー
プラザ周辺への立地が増加していることがわかる。神戸市につ
いては、［図表4］に示すように、ポートアイランドの神戸医療産
業都市への立地が増加していることがわかる。図表としては掲
載していないが、大阪府については、大阪大学や彩都周辺への
立地が増加している。バイオ・ヘルスケアにおいては、研究シー
ズの所在である大学との近接性が大きな影響を持っているこ
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確認できる。
　また、現在抱えている経営課題、今後の事業展開、相談相手
に関する質問への回答も、今後の支援施策のあり方を考える
上で重要な示唆を提供している。現在抱えている経営課題に
ついては、販路拡大（国内）、人材採用、資金調達・資金繰りが
上位3つとなっている。とりわけ第1位の販路拡大（国内）は半
数近くが回答をしており、重要な経営課題となっているようで
ある。
　今後の事業展開の課題については、上の回答を受ける形で、
既存事業の販路・市場拡大が第1位（67.0％）、既存事業・サー

社外の師と仰ぐ人物・メンターとなっており、メンターの重要
性を示唆している。ベンチャー企業が抱える事業課題を乗り越
えていくための、ベンチャー企業経営者と外部のアドバイザー
との連携も今後の重要テーマの1つといえよう。

学生の起業意識調査

　上記の関西ベンチャー企業リストの掲載企業について、経営
者の年齢別構成を見ると、若手経営者が極めて少ないことが
課題である。1,042社の代表者年齢の分布を見ると、20代はわ

出所：経済産業省近畿経済産業局『平成30年度 関西地域におけるベンチャー関連情報の実態把握調査事業報告書』

［図表5］ 直近5年間で活用した成長支援策と今後活用したい成長支援策
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［図表6］ 若手の起業に対する意識

出所：経済産業省近畿経済産業局『局長記者会見発表資料』2020年2月19日
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ビスの高付加価値化が第2位（66.3％）
と上位にくる一方で、新しい事業分野
への参入が第3位（38.5％）、海外市場
の開拓が第4位（31.4％）であり、新し
い分野や地域への進出にも高い関心
を持っていることがわかる。日本のベ
ンチャー企業における事業の国際化は
極めて遅れていることが以前から指摘
されており、こうした新事業への展開
については重要である。
　相談相手については、税理士・会計
士・弁護士等の士業が多いが、次いで
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ずかに14社（1.3％）にすぎない。今後の成長産業となる新しい
事業分野へのチャレンジにおいて、若手起業家の輩出は極め
て重要である。こうした問題意識の下で、分科会を設置して議
論を行い、2019年9月から10月にかけて関西における学生・若
者起業家の実態や起業意識に関するWeb調査を実施した。
会議メンバーなどがアンケート送付先を紹介する形で実施し
た調査の有効回答数が279件、楽天インサイトが保有する関
西在住の29歳以下のモニターを対象に実施した調査の有効
回答数が600件であり、合わせて900件近い回答を得た。
　起業に対する考え方を質問したところ、［図表6］に示すよう
に、「漠然と考えたことはある」が多数を占め、「いつかは起業し

たいと考えている」が続く。
　起業を考える上でのテーマ・キーワードに関する質問では、
［図表7］に示すように、「ライフスタイル」と「小売・飲食店舗」が
上位を占めている。上述の関西ベンチャー企業を対象に実施
した調査では、「医療」「IoT」が上位を占めており、学生や若手
は起業の領域として自身にとって身近なところをイメージして
いるようである。
　起業を考えるきっかけとしては、［図表8］の上段に示すよう
に、「インターネット・SNS等の影響」「先輩・後輩・友人・知人等
の周囲の人物の影響」という身近な存在が上位を占めている。
ただ、「起業済み」「具体的なビジネスプランを持ち起業に向け

て活動している」「起業する意思を決定し
た」を選択した「起業への意識が高い層」
をピックアップした場合は、下段に示すよ
うに、「自ら事業（イベント）を立ち上げた
経験」「社会課題解決をしたいと思ったた
め」といった自らの体験や問題意識をき
っかけとする回答割合が高くなっている。
自らの経験や問題意識が起業への意識
を高めていることが考えられる。

関西主要3都市の 
ベンチャー企業の実態
（株）INITIALが提供するデータベース
に基づき、2000年1月1日以降に設立さ
れた未公開企業またはIPO企業で、
2019年1月時点の関西主要3都市（神戸
市、京都市、大阪市）に所在するベンチャ
ー企業を抽出した。それによると未公開
企業が563社、IPO企業が21社の合計
584社が2000年以降の約20年間で設
立されているようである。所在地別では、
大阪市が380社（65％）、京都市が135社
（23％）、神戸市が69社（12％）となってい
る。関西の主要3都市では、大阪市に所
在するベンチャー企業が3分の2と極めて
高い比率を占めている。
　業種別の構成を見ると、［図表9］に示
すように、上位5業種は、コンピュータ（ソ
フトウェア）の135社（23.1％）、ビジネス
サービスの102社（17.5％）、コンピュータ出所：経済産業省近畿経済産業局『局長記者会見発表資料』2020年2月19日

［図表7］ 起業を考える上でのテーマ・キーワード

0 50 100 150（件）

ライフスタイル

小売・飲食店舗

コンサルタント

教育

人材サービス

アート・芸術

人工知能（ＡＩ）

地域振興

ソーシャル

ＩｏＴ

ゲーム・エンタメ

未定・決まっていない

バイオ、医療、ヘルステック

スポーツ

ビッグデータ、データ解析

仮想・拡張現実（ＶＲ・ＡＲ）

ECサイト

環境・エネルギー

儲かれば何でも

サブスクリプション

サイバーセキュリティ

アウトソーシング

プラットフォームビジネス

インバウンド

シェアリングエコノミー

シニア関連

ロボティクス

ハードウェア

フィンテック

ナノテクノロジー

アグリテック

モビリティ

その他

56 127

52 107

47 90

44 91

49 76

37 86

49 66

35 78

33 77

45 55

45 47

15 68

18 64

38 41

27 43

33 31

16 45

11 49

15 39

37 16

21 27

11 37

33 14

15 29

23 20

11 29

13 18

13 16

8 14

5 13

5 12

4 11

13 18

■個別調査回答件数　■モニター回答件数
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（ITサービス）の96社（16.4％）、消費者向けサービス・販売の
71社（12.2％）、バイオテクノロジーの45社（7.7％）となってい
る。一方、コンピュータ（ハードウェア）、環境関連、金融・保険・
不動産関連のベンチャー企業は関西地方では数が少ないよう
である。
　続いて、ベンチャー企業の発生理由による分類に従い、タイ
プ別の構成を見ることにしよう。［図表10］は、（株）INITIALの
分類の定義と、それに基づく集計結果である。ベンチャー業
591社について、発生理由別の構成を見ると、465社（78.7％）
という8割近くは、特別な発生理由を持たない独立系のベンチ
ャー企業である。大学発ベンチャーが67社（11.3％）と比較的

　また、残念ながら関西の10代・20代の若者の起業に対する
意識は、現状では東京と比べてそれほど高いとはいえないかも
しれない。しかし、彼らが果たす役割への期待はますます高ま
っており、外部メンターやコミュニティ形成のあり方など、若手
起業家や起業志望の学生などの支援の方法は今後検討を深
めていく必要があろう。
（株）INITIALのデータベースを用いた分析でも、関西におい
ては大学発ベンチャーの位置づけが高いことがわかる。大学
発ベンチャーにおいては研究開発上の課題のみならず、事業
戦略、財務戦略、人材戦略などを高度なレベルで実践する必要
があり、前述した支援施策のあり方や、外部メンターやコミュ

出所：経済産業省近畿経済産業局『局長記者会見発表資料』2020年2月19日

［図表8］ 起業を考えるきっかけ

起業の考え方で「起業済み」「具体的なビジネスプランを持ち起業に向けて活動している」
「起業する意思を決定した」を選択した人
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新聞・テレビ・雑誌等の影響
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社会課題解決をしたいと思ったため

先生・学校教育の影響

かっこよさそうだから

自ら稼いだ経験
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自ら事業（イベント）を立ち上げた経験
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その他
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自ら事業（イベント）を立ち上げた経験

かっこよさそうだから

自ら稼いだ経験

海外留学を含む海外での経験

インターンシップ等の経験の影響

その他
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■個別調査回答件数　■モニター回答件数

■個別調査回答件数　■モニター回答件数

高い比率を占めている点が特徴的であ
る。一方、学生起業は18社（3.0％）と
低い水準にとどまっている。
　大学発ベンチャー67社について、
［図表11］はシーズの発生大学別の内
訳（重複回答あり）を示している。関西
の主要3都市に所在するベンチャー企
業であることを反映して、上位大学は
京都大学の29社（36.3％）、大阪大学
の16社（20.0％）、神戸大学の6社（7.5
％）となっている。名古屋大学のシーズ
に基づくベンチャー企業が4社、東京大
学、九州大学、慶應義塾大学が各1社
あるものの、大学発ベンチャーの設立
においてはその地域に所在する大学と
の関連が強いことがうかがえる。

おわりに

　本稿では、関西ベンチャーサポータ
ーズ会議での見える化への取り組みを
紹介した。関西のベンチャー企業の立
地の変遷を見る限りにおいても、大阪
市、京都市、神戸市では集積の状況に
各都市で特徴が見られる。また、情報
通信業、バイオ・ヘルスケアといった業
種別でも集積の状況に特徴が見られ
る。こうした特徴を踏まえた上でのベ
ンチャー企業支援策のあり方が、今後
さらに踏み込むべき重要な検討課題と
いえよう。
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ニティ形成のあり方などについても議
論を深めていくことが重要である。
　経済産業省近畿経済産業局長の米
村猛氏は、雑誌『経済界』の特集「スタ
ートアップ！ 関西」のインタビューの
中で、スタートアップの育成のために、
3つの見える化を進めていると語って
いる。「支援の見える化」「イベントの見
える化」「ベンチャーの見える化」の3つ
である。さらに、米村氏は、今後重点を
置きたいところとして、「つながるチャ
ンスの見える化」を進めていきたいと
語っている。関西ベンチャーサポータ
ーズ会議での取り組みが、こうした4つ

の見える化においてリーダーシップを発揮することを期待した
い。

＊本稿執筆にあたって、図表データの提供など、経済産業省近
畿経済産業局と（株）帝国データバンクに大変お世話になりま
した。記して感謝します。

出所：（株）INITIALのデータベースによる分析結果

［図表10］ 関西主要3都市におけるベンチャー企業の発生理由別の構成

地方発 東京・名古屋・大阪の３メトロ（隣接している県・エリアを含む）外で設立された企業

大学発

起業時、下記のような形で大学に深く関係があった企業
①大学の研究成果をもとに起業（大学内部・外部の人物にかかわらず）
②設立１年以内に大学と共同研究・共同開発を行った
③大学が起業を支援・指導している
またはVB自ら、あるいは第三者が大学発と明示している場合は、大学発とみなす

公的研究機関発 産総研、理研発の場合

JV Joint Venture。複数企業によるVB立ち上げの場合

スピンオフ／カーブアウト 元親会社との資本関係を持って分離独立した会社。元親会社との関係は強い

スピンアウト 元親会社と関係を持たない、そこのメンバーが分離独立した会社。資本関係もない

MBO MBOにより設立

学生起業 大学または大学院在学中に起業

中高生起業 中学校または高等学校在学中に起業

JapanEntry 外国の企業が日本進出

未公開企業 IPO企業 合計
企業数 ％ 企業数 ％ 企業数 ％

地方発 6 1.1% 0 0.0% 6 1.0%

大学発 66 11.6% 1 4.8% 67 11.3%

公的研究機関発 4 0.7% 0 0.0% 4 0.7%

JV 3 0.5% 0 0.0% 3 0.5%

スピンオフ/カーブアウト 14 2.5% 1 4.8% 15 2.5%

スピンアウト 7 1.2% 0 0.0% 7 1.2%

MBO 2 0.4% 0 0.0% 2 0.3%

学生起業 17 3.0% 1 4.8% 18 3.0%

中高生起業 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0%

JapanEntry 4 0.7% 0 0.0% 4 0.7%
上記に分類されない通常の独立系ベンチャー企業 447 78.4% 18 85.7% 465 78.7%

合計 570 100.0% 21 100.0% 591 100.0%

［図表11］ 大学発ベンチャーのシーズの発生大学別の内訳

出所：（株）INITIALのデータベースによる分析結果

大学名 未公開企業 IPO企業 合計
企業数 ％ 企業数 ％ 企業数 ％

京都大学 28 35.4% 1 100.0% 29 36.3%
大阪大学 16 20.3% 0 0.0% 16 20.0%
国公立大学(その他) 9 11.4% 0 0.0% 9 11.3%
私立その他 7 8.9% 0 0.0% 7 8.8%
神戸大学 6 7.6% 0 0.0% 6 7.5%
名古屋大学 4 5.1% 0 0.0% 4 5.0%
産総研 3 3.8% 0 0.0% 3 3.8%
立命館大学 1 1.3% 0 0.0% 1 1.3%
理研 1 1.3% 0 0.0% 1 1.3%
東京大学 1 1.3% 0 0.0% 1 1.3%
九州大学 1 1.3% 0 0.0% 1 1.3%
慶應義塾大学 1 1.3% 0 0.0% 1 1.3%
不明 1 1.3% 0 0.0% 1 1.3%

 合計 79 100.0% 1 100.0% 80 100.0%

［図表9］ 関西主要3都市におけるベンチャー企業の業種別構成

出所：（株）INITIALのデータベースによる分析結果

未公開企業 IPO企業 合計
JVR Industry 企業数 ％ 企業数 ％ 企業数 ％

 1. 通信・ネットワーキング 4 0.7% 0 0.0% 4 0.7%
 2. コンピュータ - ハードウェア 2 0.4% 0 0.0% 2 0.3%
 3.1 コンピュータ - ソフトウェア 132 23.4% 3 14.3% 135 23.1%
 3.2 コンピュータ - ITサービス 92 16.3% 4 19.0% 96 16.4%
 4. 半導体/その他電子部品・製品 37 6.6% 3 14.3% 40 6.8%
 5.1 バイオテクノロジー 44 7.8% 1 4.8% 45 7.7%
 5.2 バイオテクノロジー - ICT 2 0.4% 0 0.0% 2 0.3%
 6.1 医療・ヘルスケア 30 5.3% 3 14.3% 33 5.7%
 6.2 医療・ヘルスケア - ICT 36 6.4% 0 0.0% 36 6.2%
 7.1 産業・エネルギー 3 0.5% 0 0.0% 3 0.5%
 7.2 産業・エネルギー - ICT 4 0.7% 0 0.0% 4 0.7%
 8.1 環境関連 1 0.2% 0 0.0% 1 0.2%
 8.2 環境関連 - ICT 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0%
 9. 消費者向けサービス・販売 68 12.1% 3 14.3% 71 12.2%
 10.1 金融・保険・不動産 3 0.5% 1 4.8% 4 0.7%
 10.2 金融・保険・不動産 - ICT 6 1.1% 0 0.0% 6 1.0%
 11. ビジネスサービス 99 17.6% 3 14.3% 102 17.5%

 合計 563 100.0% 21 100.0% 584 100.0%
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